
国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【静岡県掛川市】【静岡労働局 ハローワーク掛川】

市が目指す障害者の500人就労に向け、障害者雇用に特化した協定を締結！
【課題･目的】

掛川市は、平成25年度から平成28年度末までに、就労を希望する掛川市内の障害者を新規
に500人就労させることを目指しており、「障がい者新規就労５００人サポート事業（※1）」な
ど、掛川市独自の障がい者就労推進事業を推進。
この目標に向け、市と国が強力に連携を進めていくこと等を目的に、障害者に特化した「障

がい者雇用の推進に関する協定」（※２）を締結。

※1 本事業について、掛川市では実施に係る理念を明確化し、事業の方向性や取り組むべき事項等を明らかにす
るため、平成２８年３月に「障がいのある人の「働きたい」をかなえる条例」が制定された。

※２ 平成27年12月に市長と労働局長で締結した「掛川市雇用対策協定」の中に盛り込まれている「障がい者の
雇用対策の推進」を掘り下げるもの。締結主体は掛川市福祉事務所長と掛川公共職業安定所長。

「障がい者雇用の推進に関する協定」に基づき、以下の取組を実施。
※ 協定により「500人就労」という共通の目標を立てるとともに、そのための達成手段を体系的に整理することで行
政のマンパワーを効率よく最大限発揮することが可能になる。

① 掛川市が取り組んでいる「障がい者新規就労５００人サポート事業」の相談者を就職・就労
等に繋げるため、掛川市とハローワーク掛川が連携しつつ、「チーム支援」制度を活用して就
職から職場定着までの一貫した支援を実施。

② 掛川市をはじめ福祉・教育機関等との連携による就労支援・定着指導等を実施
・求人情報の提供、職業相談・職業紹介、職業訓練のあっせん、求人開拓等を実施
・障害者ミニ就職面接会や就労支援セミナー等の開催（年２回共同で開催）

・事業所への障害者雇用の理解促進・定着指導（共同で事業所訪問を月2回程度実施） 等

【実施概要】

【役割分担】

【効果】

【掛川市】
◆ ＨＰや広報等による周知
◆ 「５００人サポート推進室」（市役所内に
設置）で障がい者との相談を実施

◆ ハローワークへの同行訪問による支援
◆ ハローワーク職員との事業所訪問
◆ 就労支援セミナーの企画 等

【ハローワーク】
◆ チーム支援により「障害者就労支援
計画」を作成

◆ 求人情報の提供、職業相談・紹介
◆ 訪問事業所の選定や訪問時の法定雇
用率達成指導・助成金制度等の周知

◆ ミニ就職面接会の企画 等

障害者就労件数（目標）１４５件（平成２７年度）

＜掛川市コメント＞
「障がい者が自立して生き生きと生活で
きる環境づくり」を進める中で、「障が
い者新規就労５００人サポート事業」を
実施することにより、障がい者の働きや
すい環境づくりや障がい者雇用への理解
や認識が深められる。

＜労働局コメント＞
地域における社会的責任の観点から、

障害者雇用の促進に向け、相互に連携し
て就労支援を図ることは重要。
また、「掛川市で実施する生活支援や

自立に向けた総合的支援」と「国が実施
する雇用支援」に連携して取り組むこと
により、企業等の障害者雇用への理解と
認識が深まるとともに、障害者の抱える
様々な課題への総合的な支援が可能に
なった。
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